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我が国の女性の就業率は、年々増加してきているものの、仕事と生活の両立ができ

ずに就業継続やキャリアアップを諦める女性も多く、出産を機に離職する女性は依然

として多い状況にあります。 

また、役員や管理職等の指導的地位にある女性の割合は、諸外国と比べて低い水準

にとどまるなど、働く場面における女性の活躍は不十分と言わざるを得ないのが現状

です。 

こうした状況の中、政府は 2020 年までに指導的地位に占める女性の割合を 30％程

度とする目標の達成に向け、様々な積極的改善措置（ポジティブ・アクション）を講じ

ることとしており、これまでも女性の継続就業や再就職支援等の取組に努める一方、

各事業主におけるポジティブ・アクションは、あくまでも自主的取組として位置付け

られてきました。 

このように自主的取組に委ねられてきたポジティブ・アクションの実効性をさらに

高めるため、女性の活躍の場の提供主体である事業主に対し、女性の活躍に関する状

況の把握や課題の分析、行動計画の策定、情報公表の義務付け等を規定する、「女性の

職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「法」という。）が平成２７年９月に

施行されました。 

この法の中で、国及び地方公共団体の機関等は「特定事業主」と位置付けられ、女性

の職業生活における活躍を推進するための計画（特定事業主行動計画）を定めるよう

求められていることから、中濃地域広域行政事務組合においても一事業主として、「中

濃地域広域行政事務組合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」

（以下「本計画」という。）を策定し、組織全体で女性職員の職業生活における活躍を

推進していきます。 

 

 

令和３年４月 

       事業主  中濃地域広域行政事務組合 

  管理者 尾 関 健 治 

  

はじめに 



 

 

当初の計画期間は、平成 28年 4月 1日から平成 33（令和 3）年 3月 31日までの

5 年間とされており、その期間が経過したためこれまでの経過を踏まえて今後の 5

年間の計画を策定します。 

 

※事業主行動計画策定指針の中では、法は令和 7 年までの時限立法であり、平成

28年度から令和 7年度までの 10年間を、一定期間に区切るとともに、行動計画の

進捗を検証しながら、その改定を行うことが望ましいとされています。 

 

 

 

◎ 全職員に対し、女性の職業生活における活躍の推進のための研修や情報提供等

を実施してきましたが、今後もさらに内容を充実させて継続実施します。 

◎ 本計画の周知は、各種資料の作成・配布、ホームページの活用等により行いま

す。 

◎ 本計画の実施状況については、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進する

ため、本計画に基づく取組の実施状況・数値目標の達成状況の点検・評価等につ

いて協議を行うこととします。 

計画の見直しを行う際は、各種取り組みが女性の職業生活における活躍の推進

対策として役立ったか、効果があったか等の観点から点検・評価を実施し、その

結果をその後の対策や計画に反映させる、計画(Plan)、実行(Do)、評価(Check)、

改善(Action) のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）を念頭に行います。 

◎ 必要に応じて職員に対し、女性の職業生活における活躍の推進を図るための職

場環境の整備に関するアンケート調査や意見聴取を実施し、職員のニーズを的確

に反映させていきます。 

 

  

Ⅰ 計画期間 

Ⅱ 女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等 



 

法第 15 条第 3 項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく

特定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成 27年内閣府令法律第 61号。以

下「内閣府令」という。）第 2条に基づき、中濃地域広域行政事務組合において、そ

れぞれの女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情

について分析を行いました。当課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するための

数値目標とそれを達成するための具体的な取り組みを次のとおり定めました。 

なお、この目標は、中濃地域広域行政事務組合において、第１期行動計画期間（平

成 28年 4月から令和 3年 3月）の状況を基に、それぞれの女性職員の職業生活にお

ける活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った結果、最も

大きな課題に対応するものから順に掲げています。 

 

  

【現状の把握と分析】 

① 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 

 女性 男性 

平成２８年度 １００％ ０％ 

平成２９年度 ０％ ０％ 

平成３０年度 ０％ ０％ 

令和元年度 ０％ ０％ 

令和２年度 １００％ ０％ 

 

② 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び取得日数 

 制度が利用可能な

男性職員数 

配偶者出産休暇 

取得率 

育児参加休暇 

取得率 

平成２８年 ０人 - - 

平成２９年 ０人 - - 

平成３０年 １人 ５０％ ０％ 

令和元年 ０人 - - 

令和２年 １人 １００％ １００％ 

※配偶者出産休暇…２日、育児参加休暇…５日        

１ 男性職員の子育て目的の休暇等の取得推進 

Ⅲ 女性職員の活躍の推進に向けた数値目標及び取組 



第１期行動計画策定時の平成２８年度から令和２年度末までの５年間での男性職員

の育児休業の取得はありませんでした。配偶者の出産休暇の取得については、平成３

０年に１人が１日取得し、令和２年に１人が２日取得しています。また、育児参加休

暇については、平成３０年度の取得率は０％ですが、令和２年に１人が５日取得して

います。 

男性が子育てを積極的に行うことが女性の継続就業につながり、仕事と子育ての二

者選択を迫られるような状況の解消にもつながるという観点から、男性の育児休業取

得をはじめとする子育てに関する諸制度の趣旨や内容の周知、休暇を取得しやすい職

場の雰囲気づくりを進める必要があります。 

 

 

≪数値目標≫ 

 

 

≪取組内容≫ 

 

 

 

制度が利用可能な男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加休暇について、

５日間以上の休暇取得率を１００％にします。 

ア 配偶者の出産に伴う特別休暇の取得 

① 子どもの出生時における父親の特別休暇（配偶者出産、育児参加等）

及び年次休暇の取得推進を図ります。 

② 男性が配偶者の出産や、子育てにかかる休暇等を取得することにつ

いて、理解が得られやすい職場の環境づくりを進めます。 

 

イ 育児休業を取得しやすい環境の整備 

① 男性も育児休業、育児短時間勤務又は部分休業を取得できることに

ついての周知を行うなど、男性の育児休業等の取得を推進します。 

② 育児休業中の職員が、職場復帰前に職務状況を把握しやすいよう、

管理職が面談などを通じて情報提供を行います。 

③ 職場復帰前に必要な情報を提供するとともに、職場復帰後の特別休

暇等の制度についての周知を図ります。 

 



 
 

【現状の把握と分析】 

年次休暇平均取得日数 

 一般事務職 技能労務職 
計 

男性 女性 男性 女性 

平成 28年 平均取得日数 7.2日 5日 9.3日 - 8.7日 

取得率 36％ 25％ 46.3％ - 43.3％ 

平成 29年 平均取得日数 5.3日 2日 9.8日 - 6.6日 

取得率 26.3％ 10％ 48.8％ - 33.2％ 

平成 30年 平均取得日数 9.4日 10日 12.7日 - 10.5日 

取得率 47％ 50％ 63.3％ - 52.5％ 

令和元年 平均取得日数 6.8日 8日 8.6日 - 7.7日 

取得率 33.8％ 40％ 50.6％ - 41.5％ 

令和 2年 平均取得日数 7.4日 1日 13.6日 - 9.6日 

取得率 37％ 5％ 68％ - 48.2％ 

※育児休業取得者、新規採用職員及び退職者を含めた取得状況となっている。 

 

令和２年の年次休暇の平均取得日数は９．６日でした。これは、第１期行動計画で

「平成２７年実績（６．５日）より５割以上引き上げる」とした目標を下回る結果とな

っています。 

職員数の減少や多様化・高度化する市民ニーズへの対応などにより私たち職員が行

うべき仕事量は増加し休みづらい状況ではありますが、休暇の取得促進をすることで、

ワーク・ライフ・バランスの実現を図り、男女が共同で家事や育児に参加できる機会

を確保するよう心がけることや、男女が共に仕事と家庭を両立できるよう職場環境を

整えることが女性職員の活躍推進に繋がるものと考えます。 

 

 

≪数値目標≫ 

 

２ 年次休暇の取得の推進 

 

年次休暇の平均取得日数を、１０日以上にします。 



 

≪取組内容≫ 

 

 

 

 

 

 

この計画の実行により、自らの意志によって職業生活を営み、または営もうとす

る女性職員が、その個性と能力を十分発揮して活躍できる職場環境が整い、複雑多

様化する業務や市民のニーズに対応できる中濃地域広域行政事務組合の実現へと繋

がることを期待するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  職員一人ひとりが、年次休暇を取得しやすい雰囲気づくりを心掛けま

す。 

② 管理職は、年間業務計画を策定・周知することにより、職員の計画的な

年次休暇の取得促進を図ります。 

③ 休日と組み合わせて年次休暇を取得するなど、連続休暇の取得促進を

図ります。 

Ⅳ おわりに 

中濃地域広域行政事務組合における女性職員 

の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 
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